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■介護サービス・介護予防事業の全体像 
 
■介護サービス・介護予防事業の全体像

（非該当者）

介護給付
新
予防給付

地域支援
事業

（特定高齢者施策） （一般高齢者施策）

地域支援
事業

６５歳以上高齢者

【要介護・要支援者】 【介護給付対象外者】

従 来 新 基 準

要介護２

要介護１

要支援

要介護５

要介護４

要介護３

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援１

要支援２

介護認定

要介護者 要支援者

要介護・要
支援者にな
るおそれの
ある人

国は、高齢者人口
の５％程度が該当
すると見込んでい
ます。

従来の
要介護１の
7-8割が対
象になると
みられてい
ます。

支援や
介護の
不必要な人

虚弱高齢者 一般高齢者

◎虚弱高齢者の把握のための事業
◎介護予防事業
・運動器の機能向上
・栄養改善
・口腔機能の向上
・閉じこもり予防
・認知症予防
・うつ予防

◎全高齢者対象の介護予防事業
・介護予防に関する情報の提供
・地域ボランティア等を活用した
　介護予防活動の実施
・介護予防に資する活動を行おう
　とする地域住民に対する場の提
　供等の支援など
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■制度変更後の介護サービス・介護予防事業の種類 
 

保険者が指定・監督を行うサービス

介
護
給
付

地
域
支
援
事
業

都道府県が指定・監督を行うサービス

新
予
防
給
付

※ ☆は新しいサービス、○は従来の介護給付の中で行われているサービス
　　◎は従来の介護給付の中で行われていたが新予防給付に移行したサービス

■居宅サービス

○訪問介護　　○訪問入浴介護
○訪問看護
○訪問リハビリテーション
○居宅療養管理指導

訪問
系

○特定施設入居者生活介護
○福祉用具貸与
☆特定福祉用具販売

○通所介護
○通所リハビリテーション

○短期入所生活介護
○短期入所療養介護

■その他

■施設
　サービス

■地域密着型サービス

　☆夜間対応型訪問介護

　☆認知症対応型通所介護

　☆小規模多機能型居宅介護

　○認知症対応型共同生活介護
　　　　（グループホーム）

　☆地域密着型特定施設入居者
　　生活介護

　☆地域密着型介護老人福祉
　　施設入所者生活介護

■地域密着型
　介護予防サービス

☆介護予防認知症対応型
　　通所介護

☆介護予防小規模多機能型
　　居宅介護

☆介護予防認知症対応型
　　共同生活介護
　（グループホーム）

市町村保健福祉
事業（老人保健事
業、介護予防・地域
支え合い事業、在介
センター運営事業）

　

○健康教育
○健康診査
○その他

【介護予防事
業】（義務化）

○介護予防マネジメント事業
○総合相談・支援事業
○虐待を含む権利擁護事業
○包括的・継続的マネジメント支援事業

【包括的支援事業】（義務化）

○介護給付の適正化    ○介護者支援　等

【その他の地域支援事業】（任意）

居
宅
介
護
支
援
（

ケ
ア
プ
ラ
ン
）

通所
系

短期
入所

■介護予防サービス

◎介護予防訪問介護
◎介護予防訪問入浴介護
◎介護予防訪問看護
◎介護予防訪問リハビリテーション
◎介護予防居宅療養管理指導

訪問
系

☆介護予防特定施設入居者生活介護
◎介護予防福祉用具貸与
☆特定介護予防福祉用具販売

◎介護予防通所介護
◎介護予防通所リハビリテーション

◎介護予防短期入所生活介護
◎介護予防短期入所療養介護

■その他
◎介護予防福祉用具購入費　◎介護予防住宅改修費

◎
介
護
予
防
支
援
（

ケ
ア
プ
ラ
ン
）

通所
系

短期
入所

○福祉用具購入費
○住宅改修費

○介護老人福祉施設
○介護老人保健施設
○介護療養型医療施設

施
設
サ
ー

ビ
ス
計
画

財源：公費

旧
財源：
保険料＋公費

新

地域包括支援
　センター
が担うサービス
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□地域密着型サービスについて 
住み慣れた地域での生活を支えるため、身近な市町村で提供されることが適当なサービスとして「地

域密着型サービス」が創設されます。 
第３期以降の介護保険事業計画においては、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することができる

ようにするために、市町村内を日常生活圏域に分け、その圏域ごとに地域密着型サービスのサービス量

を見込むこととなっています。 

 
 

□地域支援事業について 
要介護・要支援状態の発生予防を目標に、主に要介護・要支援状態に陥るおそれの高い人（虚弱高齢

者）を対象にして保険者が独自に実施する事業です（下図参照）。現在の高齢者保健福祉事業や地域支え

あい事業等がこれに再編されます。 

地域支援事業の全体像（イメージ案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□地域包括支援センターについて 
地域包括支援センターは、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的

として、地域支援事業のうちの包括的支援事業（①介護予防事業のマネジメント②介護保険外のサービ

スを含む、高齢者や家族に対する総合的な相談・支援③被保険者に対する虐待の防止、早期発見等の権

利擁護事業④支援困難ケースへの対応などケアマネジャーへの支援）の４事業を地域において一体的に

実施する役割を担う中核拠点として設置されるものです。 

保険者 【要介護・要支援者】

指定居宅
介護支援
事業者

一部
委託可

【介護保険非該当者】

地 域 支 援 事 業

　地域包括支援センター
○設置者：保険者から委託を受けた者

④ケアマネ
ジャーへの
支援

②地域支援
の総合相談

①介護予防
マネジメント

指定介護
予防支援

ケアマネ
ジメント

費用適正化
事業
家族介護支援
事業　等

任意事業

④包括的・
継続的マネ
ジメント

③高齢者
虐待防止・
権利擁護
事業

②総合相
談・支援
事業

①介護予
防マネジメ
ント

包括的支援事業

・介護予防のスクリー
ニングの実施
・介護予防サービスの
提供

介護予防事業

③高齢者虐待
防止・権利擁護
事業

介護保険
給付

新
予
防
給
付

介
護
給
付

一括して委託可
（分割しての委託は不可）

委託可委託可

サービス提供
（事業実施）

市町村（保険者）からの委託を受けた事業者
指定介護予防サー
ビス事業者

指定居宅サー
ビス事業者

プラン策定・
サービス提供

一体的に実施

プラン策定・サービス提供


